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参考文献
５．電力システムのトランジション経路とは――Verbong and Geels
による分析 14 
　では，エネルギー・システム，なかでも，現行の電力システムをよりグリー
ンでより持続可能なものに変化させ得るトランジション経路とは，具体的に
は，どのようなものであろうか。この点を探求するために，以下本章では，上
記4－4．15 で見た分析枠組（Geels and Schot 2010c; 2007）を援用した，欧
州電力システムのトランジション経路の類型化に関するVerbong and Geels
（2012）による論考を紹介する。
　なお，VerbongとGeelsは，電力システムのような，大規模インフラを伴う
システムの場合，そのトランジションが「代替型」経路をたどる可能性は極め
て低いとして，ここでの検討対象から除外している。既に見たように，「代替
型」経路とは，ランドスケイプ・レベルの急激な変化の影響を受け，極めて強
い圧力が課されることにより，深刻な緊張と動揺がレジーム・レベルにもたら
される際には，既にニッチ・イノベーションは十分な発展を遂げており，そこ
での技術イノベーションが現行レジームを駆逐・転換するという，最も急進的
14　本章の記述は，Verbong and Geels（2012: pp. 209-214）に，そのほぼ全てを負っている。
15　本稿4．以前の記述については，前号（第59巻1号）を参照。以下，同様。
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で直裁的なトランジションを帰結する類型である。VerbongとGeelsは，発電
所や送配電網といった大規模インフラが，極めて複雑な構造をもってネット
ワーク化されている電力システムの場合，そこに強い慣性（inertia）が作用す
ることなどから，システムを構成するある一つの技術的要素に代替が起これば，
それは必ずやシステムのその他の部分に修正や適応といった段階的で漸進的な
トランジションをもたらすこととなり，ニッチにおける技術イノベーションが
レジーム全体に完全なまでに置換することは，まず起こり得ないと指摘する16 。
　したがって，以下では，他の三つの類型――すなわち，「修正型」，「再編型」
および「転換型」――を扱う。これらのトランジション経路が等しく前提とす
る改革命題は，電力システムは，現行のそれに比べ，よりグリーンでより持続
可能なものになること，および，今後もエネルギー消費・需要の増大が見込ま
れる中にあり，環境効率性の向上をより高い水準において実現すること，に主
たる焦点があてられる。より具体的には，CO2排出の原因であり，資源枯渇が
問題視される化石燃料に依存した発電からの脱却をはかり，送電ロスによる非
効率性および大規模停電による脆弱性が指摘される送配電網の改善――いわゆ
る，スマート化――をはかることが，システム変革の基本的な理念・方向性と
して措定される。
5－1．ランドスケイプ圧力
　現行の欧州電力システムは，多様なランドスケイプ圧力に曝されている。例
えば，新自由主義的イデオロギーおよび欧州統一市場の創設に向けた取り組み
16　確かに，東日本大震災および東京電力福島第一原子力発電所の苛酷事故というランドスケ
イプ・レベルの未曾有といえる激震を経験したものの，わが国電力システムの現状を見れば
――震災後約3年という短期間での見立てとはなるものの――当該システムを構成する主要
技術である原子力発電に（部分的，あるいは，全面的に）代替する発電技術が何であり，従
前に代わる新たな電源構成がどのようなものとして具体化されるのかが，未だ十分には明確
になっていない状況を指摘することができる。このことをして，VerbongとGeelsが指摘す
る通り，電力システムのトランジション経路のあり方を考える上で，「代替型」を適用除外
とすべきことが，経験的に裏づけられつつあると見ることもできよう。
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は，1990年代，エネルギー・セクターにかつてない大きな制度変化をもたら
した。加えて，急速な経済発展を遂げるインドや中国などの新興国の存在によ
り，資源争奪戦がより激しいものになり，化石燃料の価格を高騰させている。
確かに，2008年のリーマン・ショックに端を発した経済危機は，この傾向を
反転させたかに見える。が，しかし，今後の需要増大と石油産出量の低減傾向
（いわゆる，ピーク・オイル）とを念頭に置けば，資源価格は長期的には再び
高騰――あるいは，少なくとも，確実に乱高下――すると見ることができる。
また，気候変動の影響，資源枯渇，および，ロシアや中東において生じた安定
供給面での憂慮により，事態をめぐる不確実性は益々増大している。
　これらを受け，電力事業者，発電事業者，電力網運営者，政府規制機関といっ
たレジーム・アクターは，既に新しい制度的な枠組が課す影響・制約を甘受す
るようになってきている。欧州電力市場の自由化は，電力システムのマネージ
メントのあり方に大きな影響をもたらしている。今や，発電や送配電に関する
事業計画は，市場の動向によって大きく左右されるようになった。と同時に，
風力や太陽光といった再生可能エネルギーの増加により，従来の集中・集権型
のシステムはよりハイブリッド（折衷的）なものに変化しつつある。その結果，
より複雑さを増したシステムが――時として，複数――顕在化しつつあり，こ
のことが，より精緻な検針・モニタリング・データ処理を可能にするイノベー
ションの必要性を高めている。そして，ここでの変化は，1990年代以前の状
況と比較するならば，支配的な立場からシステム構築をはかるアクターを欠い
た状態の下で進展しているのである。
5－2．「修正型」経路
　「修正型」経路においては，現行のレジーム・アクターは，レジームの外部
からの圧力や内部に生じた問題に，自らが行う軌道修正をもって対処しようと
する。具体的には，彼らは，CO2の大幅削減や再生可能エネルギーのさらなる
普及を求める環境保護団体や社会運動家からの批判への対処を迫られている。
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両者の間には，日常的に数多くの接触・相互作用の機会があるものの，これら
の圧力団体はアウトサイダーのままであり，ほとんどのレジーム・アクターは
大勢を維持し存続する。しかし，中には，合併や買収により退出を迫られる者，
あるいは，担うべき役割や戦略に見直しを迫られる者が出ることにより，彼ら
の社会的ネットワークには何らかの変化がもたらされることになる。また，こ
れに応じて，新たなアクターが登場する。それは，例えば，小規模需要家や中
小企業に対して省エネ診断などのサービスを提供する，いわゆるエネルギー・
サービス会社である。
　電力セクターにおける「修正型」経路は，多かれ少なかれ，過去20年間に
わたり展開してきた経路の延長線上に見出されるものとなる。その進展のあり
方を根底で支えてきたのは，経済理論や財政的インセンティブに対する厚い信
仰心であった。したがって，「修正型」経路に見る基本動態は「経済」のそれ
であり，支配的な組織原則は市場メカニズムに依拠したものとなる。ここから，
大規模電力事業者は，経営上，短期的な視野の下で価格競争を重視するものと
なる。しかし，同時に，同事業者は，よりグリーンな電力を求める一般世論か
らの圧力に応えようとして努力もする。各国家および欧州レベルで採用される
政策は，経済的手法（market-based instruments）を用いた施策に焦点があ
たる（例：排出量取引制度の欧州レベルへの拡大策，あるいは，その代替策と
しての炭素税の導入およびクリーン開発メカニズム（CDM）の改善策の推進）。
また，再生可能エネルギーの固定価格買取制度（FIT）も，風力，太陽光，バ
イオマスなどを用いた発電が，火力発電や原子力発電に比べ，価格競争力に劣
る点を（買取価格を政府が決定・強制することにより）経済的に補填すること
により，その普及を促す施策として導入される。結果，「修正型」経路におい
ては，費用効率性（cost-effectiveness）が最も重要な判断基準・認識枠組とな
る。
　レジーム・アクターの発見探索手法，行動原則，理念，研究開発投資などに
生じる変化は，軽微かつ中庸なものにとどまる。そのため，（ある程度の適応
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は施されるものの）電力システム，アクター間のネットワークおよび一連の
ルールのあり方は，現在のハイブリッドな状態が維持される。すなわち，「修
正型」経路においては，20 ～ 30年の間は，需要地・消費地から遠く離れた限
られた数の大規模発電施設と，需要地・消費地により近い数多の小規模発電施
設とが混在する，ハイブリッド型のシステムによって発電力が担保される。大
規模事業者は，大規模洋上風力，原子力，石炭火力，大規模天然ガス，大規模
バイオマスなどによる発電施設の建設に資源を集中投下する。これらの発電オ
プションは，現行システムにとってより適合的・共生的な性格を持つ。なお，
発電に化石燃料を用いる最たる利点は，需給均衡を保つ際により柔軟な施設稼
働が可能となる点にある。
　しかしながら，このシステムが成立するためには，より厳格なCO2排出基準
に遵守するために，CCS（炭素回収貯蔵技術）の導入が不可欠の条件となる。
CCS導入のためには，技術上のフィージビリティ（feasibility）および安全性
の向上が重要な課題となるが，関連する追加費用（例：CO2を運搬するための
インフラ整備に要する費用，CCS設置によりエネルギー効率が低下すること
で生じる費用）の大幅削減が実現することと，一般世論からの理解を得ること
もまた重要となる。
　一方，太陽光（PV）パネル，陸上風力，小規模バイオマス，マイクロ・コー
ジェネレーションといった，小規模（再生可能）エネルギー技術の導入割合は
増加するものの，その普及は，既存建築物に対する設置を前提とした特定の
ニッチに限定されたものとなる。したがって，ニッチ・イノベーションの発展
は限定的なものにとどまり，レジームの基本構造に抜本的な動揺をもたらすに
は至らない。それどころか，反対に，ニッチ・イノベーションの普及は，現行
レジームの基本構造をより持続可能なものにするような軌道修正を促す――レ
ジームに親和的・共生的な――作用を持つものとなる。
　ここで極めて重要なことは，送電網の容量を増大し需給調整力を高める技術
への投資が不可欠となる点である。加えて，スマート・メーターやその関連機
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器およびコミュニケーション機器の導入によって実現する，現行のものよりも
より高いレベルの需要マネージメントも必要となる。これらの施策が進めば，
消費者は，自身のエネルギー利用に関して従来にない選択肢を手にすることに
なる。例えば，消費者は，家庭やオフィスでのエネルギー消費の実態を随時把
握・管理し，最も安価な価格帯での利用が可能となり，自身の消費行動がもた
らす環境負荷がどの程度のものなのかも即座に知ることができる。なお，仮に，
エネルギー消費の最適化に消費者自身が興味・関心を示さなかったとしても，
そのこと自体には何ら問題はない。なぜならば，スマート・ソフトウェアを利
用する事業者が，消費者に代わって必要な作業を行ってくれるからである。将
来的には，このソフトウェアにより，プロシューマー（prosumers）17の消費選
好に応じた最適価格が算出され，これもやはり，スマート・ソフトウェアに
よって作動する機器の操作を通じて，需要は最適水準で管理されることになる
――すなわち，「ハイブリッド（集中＞分散：化石燃料＞小規模再生可能エネ
ルギー）＋多数のCCS＋中級～初級レベルの需要マネージメント」型のシス
テムが徐々に帰結する。
　このように，「修正型」経路の命題は，技術的な解に信頼を置きつつも，そ
の解の実施にあたっては，常に経済的な判断基準・認識枠組が支配的となる
点に，その特徴を見出すことができる。ここでは，消費者もまた――自分自
身，あるいは，代行事業者を通じて――経済的合理性に支配された行為主体
（agents）として振る舞う。その反面，消費者のプライバシー保護，過度の
複雑さから生じるシステムの脆弱性，ロバストネス（robustness）あるいはレ
ジリアンス（resilience）の欠如といったイシューは，通常は重要視されるこ
とはない。レジームの大勢は，旧来の支配的なアクターによって維持されるか
らである。
17　エネルギーの地産地消により，従来の電力需要者が供給者にもなることを表現したもの。
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5－3．「再編型」経路
　「再編型」経路においては，レジームは，非常に大きなランドスケイプ圧力
に曝される。そこでは，特に，グローバルに展開する資源獲得競争や市場競争
の激化，および，化石燃料の主要産出地域における地政学上の不安定要因（例：
国際政治上の優越的地位の確保を狙い，パイプラインによる天然ガス供給の停
止・削減措置を行ったロシアと欧州諸国・旧ソ連圏の緊張関係の悪化など）か
ら生じる，エネルギーの供給安定性（エネルギー・セキュリティー）をめぐる
イシューが重要視される。これに，気候変動問題の影響が加わることで，一連
のイシューの喫緊性・切迫性が高まり，このことが，政治指導者の国際的協調
体制の必要性に対する理解を促すこととなり，変化に対する反応としては，各
国家レベルよりも，（超国家レベルとしての）EUの統合やEUレベルでの政策
推進がより支配的な位置づけを得る。そのため，レジーム・アクターは，より
国際的な場で活動するようになり，欧州市場は一握りの極めて規模の大きな企
業によって支配される。より規模の小さなニッチ・アクターたる事業者が数社，
レジームにとってのアウトサイダーとして登場し，新たな技術・部品・機器・
サービスを開発・供給するようになる――これら数社のサプライヤーの間には
競合関係が見られる。このような中，送電網の管理・運用業務が，新設の機構
によって国際（あるいは，超国家）的なレベルで実施される状況が徐々に顕在
化してくる。そして，そこでは，レジーム・アクターとアウトサイダーとの間
に確固たる協調的関係が成立する。このように，「再編型」経路に見る基本動
態は「政治」のそれである。一方，電力システムの運営・管理は，主には技術
的・経済的な観点が支配的な性格のものとなる。
　「再編型」経路においては，一連のニッチ・イノベーションがレジームによっ
て採用・導入されることにより，システムの基本構造は時間の経過とともに段
階的かつ漸進的な再編の過程をたどる。その結果，システムの大規模化（up-
scaling）が生じ，システムの運営・管理（例：負荷調整や給電指令など）は，
欧州レベルで業務を遂行する機構に移管される。これにより，行動原則，理
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念，実務などは，部分的にではあるが，市場メカニズムが欧州で影響力を持つ
に至る以前に支配的であった，よりトップダウン型のマネージメント哲学に基
づくものへと回帰する。また，ここでの展開は，極めて規模の大きい再生可能
エネルギー技術の導入・普及によって，さらに維持・強化される。具体的には，
南欧およびサハラ砂漠における大規模洋上風力発電およびメガ・ソーラー発電
（例：PVパネル，集光型太陽熱発電（CSP））は，スカンジナビアおよびアル
プスにおける水力発電と結ばれる。加えて，ベース電源の一定割合は，依然と
して（CCS設置の）大規模石炭火力発電によって担われる。
　これらの大規模再生可能エネルギー発電を現行システムに導入・統合するに
は，送電網のより一層の強化が不可欠となり，ひいては，このことが，欧州スー
パーグリッド（European Supergrid）の導入に道を拓く。なお，この点に関
しては，2008年，欧州・中東・北アフリカの各国（EUMENA）により着手さ
れたデザーテック・プロジェクト（Desertec project）が，大規模送電網を活
用した今後のより持続可能な電力供給のあり方を展望する上で示唆に富む18 。
同プロジェクトでは，中東・北アフリカの砂漠地帯と欧州を結ぶ長距離送電網
の導入が計画されており，エネルギー効率の向上をはかることなどにより，大
量の再生可能エネルギーを導入しながらも，なお安価かつ安定した電力供給が
実現可能であることを示すことが目指されている。そこで鍵となるスーパーグ
リッドは，発電損失のより少ない高圧直流送電網（HVDC lines）からなり，
よりグリーンでより自律した電力システムへの移行を可能にするものである。
これにより，例えば，送電網管理上，システムの不安定要因として常にやっか
いな存在であった風力は，スーパーグリッドとの接続により，より持続可能な
システムの中核を担うエネルギー源へと変貌する。
　このように，「再編型」経路においては，将来の電力システムは，基本的には，
需要地・消費地から遠く離れた場所に設置される，極めて規模の大きい発電
18　デザーテック・プロジェクトの詳細とわが国再生可能エネルギー政策への示唆については，
山下（2008）を参照。　
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施設によって特徴づけられるものとなる。システムにおける需給調整は，発電
量調整とある程度のレベルの需要マネージメントによって，最適化がはかられ
るようになる――すなわち，「大規模（化石燃料＜大規模再生可能エネルギー）
分散19＋少数のCCS＋初級～中級レベルの需要マネージメント」型のシステム
が徐々に帰結する。
　一方，インフラに関する重要課題は，送電網の容量を十分に余裕のあるもの
にすることである。政治の介入を通じて，必要となる巨額の投資が確保されな
ければならない（デザーテック・プロジェクトの試算によれば，4,000億ユー
ロが必要とされている）。したがって，スーパーグリッドの建設推進には，主
要アクター，政治家，電力事業者，エンジニアなどにより，問題解決をはかる
には，国際協調が不可避あるいは唯一受容可能な選択肢だとの認識が共有され
ることが必須となる。なお，「再編型」経路においては，レジームのより周縁
に位置する一般家庭や中小企業が重要な役割を果たすことはないものの，電力
消費者としてのこれらアクターは，高電圧接続技術を導入するための費用負担
を強いられることになろう。
5－4．「転換型」経路
　「転換型」経路においては，「再編型」経路と同様，レジームは，ランドスケ
イプからの強い圧力に曝される――例えば，石油枯渇懸念による価格急騰，資
源確保をめぐる国際的緊張の高まりや軍事衝突の可能性など。しかし，「再編
型」と異なるのは，レジーム・アクター自身が，現行の問題解決手法に対する
19　ここでは，大規模スケールにおいてではあるが，一般的に「分散型」と見なされる再生可
能エネルギーを用いた発電技術が大量導入される側面を捉えて，「分散」と形容している。
しかしながら，これに対しては，エネルギー工学の専門家から，大規模スケールでかつ需要
地・消費地から遠く離れた所に発電施設が設置されることなどから，従来の電力システムと
近似する部分があり，むしろ「集中型」と見なすべきではないか，との指摘をいただいた。
いずれであっても，各類型間の差異をあらわすことが可能であり，かつ，本稿の内容に大き
な破綻をもたらすものではないと判断したため，今回は「分散」と形容することとした。　
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自信と信頼を失い，システムが進む方向性に関して不確実性が増大する点であ
る。このような状況下，多種多様なニッチ・イノベーションをめぐる実験の期
間が続く。ここでの変革命題は，よりローカルで地域的基盤のある電力システ
ムへの転換に主たる焦点があてられる。ここでいう，よりローカルなシステム
とは，具体的には，陸上・小型風力発電，PVパネル，小規模バイオマス発電，
小規模廃棄物発電，マイクロ・コージェネレーションなどの小規模発電技術と，
エネルギー効率を高める関連技術（断熱材，土壌改良材，パッシブ・ソーラー
を用いた建築デザインなど）とが組み合わされたものである。
　実験は，都市再開発地域や新興住宅地などの特定のニッチにおいて実施さ
れ，そこでの取り組みは，徐々に他の関連技術や関連機器へと波及してゆく。
これらの実験は，新たなアクターによるこれまでにない社会的ネットワークに
よって，その推進が支えられる。当該の新規参入者には，地域エネルギー事業
者，地元企業，消費者協同組合，住宅関連企業，地方行政などが想定できる。
これらのアクターは，現行レジーム・アクターが占めていたポジションに徐々
に取って代わり，新規レジームを顕在化させる。彼らの行動原則は，地域によ
る発電や地域単位でのエネルギー・マネージメント――つまりは，エネルギー
の地産地消――に対する強い選好に支配されたものとなる。したがって，「転
換型」経路に見る基本動態は「社会文化的（socio-cultural）」なそれであり，
そこでは，地域主義，コミュニティに根ざした組織，消費者による参加，経済
的自給自足が，より重要視される。
　「転換型」の経路は，かつてない変革を電力システムにもたらす。今や発電
は，消費者に近い場所，あるいは，消費者自身の手で行われるようになる――
つまり，プロシューマーの登場。プロシューマーは，システムそのものを自ら
所有することを望み，そのマネージメントにも果敢にかかわりを持とうとす
る。無論，実際の毎日の運営・管理のための業務遂行は，エネルギー関連サー
ビスを提供するために新たに設立される事業体が代行することになろう。しか
し，依然として，当該事業体の組織形態には顕著な多様性が見られるようにな
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る――例えば，コミュニティに根ざした組織，協同組合，公益事業体，エネル
ギー・サービス会社など。したがって，システムの規模は小さくなるものの，
その複雑性はむしろ高まる。
　このような，分散型が支配的となる発電システムの特徴は，地域間で緩やか
につながるマイクロ・グリッド（小規模送電網）によって構成される点に求め
られる。必要となれば，マイクロ・グリッドは自律運転が可能だが，他のシス
テムとの連携により電力融通がかなえば，その信頼性はさらに向上し，費用を
最適化することもできる。極僅かな数の大規模発電施設がバックアップ電源と
なり，大規模需要家（例：重工業）への電力供給もまた，これにより可能とな
る。技術面に関しては，需給予測と管理・運営が困難である点や送配電網にお
けるいわゆる逆潮流（bidirectional flows）の問題により，需給調整の可否が
最大のイシューとなる。これに対処して，システムを良好かつ安定的に機能さ
せるためには，蓄電技術および情報通信技術（ICT）の開発・実用化が不可欠
となる。なお，ICTにかかわるイノベーションは，システムのモニタリング，
パワーエレクトロニクス機器（例：電源モジュール，コンバータなど）の利活
用，および，システム構成の効率性・柔軟性の向上にとって，極めて重要なも
のとなる――すなわち，「小規模（化石燃料＜小規模再生可能エネルギー）分
散－CCS＋上級レベルの需要マネージメント」型のシステムが徐々に帰結す
る。
　「転換型」経路においては，電力システムは，発電・蓄電・負荷制御などにか
かわる極めて多数にのぼる運用主体によって成り立つものとなる。そこに制度
化される新しい分散型の運営パラダイムは，これまでの大規模集中型・トップ
ダウン型のマネージメント哲学から，最もかけ離れた非常に新規性の高い性格
のものとなる。グリッドのスマート化は他の二つの経路においても重要である
が，「転換型」経路にとってはさらによりクリティカルな要因となる。また，分
散型発電システムへの転換をきたす本経路においては，「修正型」経路との比較
において，消費者と市民社会がさらにより突出した積極果敢な役割を果たすこ
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とになる。
６．MLPの意義・可能性と制約
6－1．MLPに見出し得る意義
　前章では，GeelsとSchotの分析枠組に依拠した，欧州電力システムのト
ランジション経路に関するVerbongとGeelsの論考を紹介した。Verbongと
Geelsは，MLPを援用した自身の分析の企図とそこに見出し得る意義とを，
大要，以下のように説く（Verbong and Geels 2012）。
　まず，欧州電力システムのグリーン化や持続可能性の可否をめぐっては，か
ねてより，過去数十年を経て確立した現行の大規模集中型システムの脆弱性
（例：大規模停電，石油などの化石燃料の枯渇問題，原子力発電所の事故リ
スク），非効率性（例：送電ロス），非環境性（例：気候変動の原因であるCO2
排出）といった問題が指摘される中，再生可能エネルギーを用いた発電技術の
普及を念頭に置いた，いわゆる小規模分散型システムの優位性が指摘されてき
た（Schumacher 1973）。また，近年では，ICT技術の積極活用による送配電
網のスマート化が，ここでいう小規模スケールの電力システムの持つ問題解決
能力を――例えば，ロボストネスやレジリアンスの向上といった観点から――
さらに高めると指摘されている。ここでの一連の改革論議の特徴は，イノベー
ションによってもたらされ得る新規技術の利点に着目し，改革のためのビジョ
ンやシナリオを示そうとする点に求められる。
　しかしながら，提示される改革ビジョンやシナリオは，到達すべき帰着点
（end states）において実現し得る新たなシステム像を具体化して見せるもの
の，そこにどのように到達するのか――その帰着点までの経路――に関心を払
うものでは必ずしもなかった。また，たとえ経路の如何に着目したとしても，
そこでの論議は，費用，収益，価格，投資，補助金，財政的インセンティブと
いった，経済や市場メカニズムにかかわる要因にのみ関心を払うものが主であ
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り，これまでの技術的要因への着目が経済的要因への着目に単に代替したかの
ごとき状況が見られた。無論，経済的要因は重要なものではあるが，当該アク
ター・集団の行動原則，理念，発見的探索手法，問題定義，権限争い，協調・
協働，相互作用のあり方といった，当該システムを社会的に構成する――必ず
しも技術的・経済的な要因に還元しきれない――諸要因への関心は，十分には
払われてこなかった。
　これに対して，上記の過不足に意を払うMLPを援用した分析枠組の下では，
どのアクターが何をどのように問題視し，誰との如何なる相互作用を経て変革
の過程を主導するのか，そして，そこでの動態が，如何なる様態を持つ新たな
システムの具現化に，なぜ，どのように影響するのかが分析の俎上に載ること
から，従来にないタイプの改革ビジョンや将来にわたるいわば「経路シナリオ」
を提示するが可能となる。これにより，異なる観点から異なる利害関心を持ち，
変革の過程に関与・参画する多種多様なアクター（例：政府アクター，市場ア
クター，市民社会アクター）は，トランジション経路において自らが果たし得
る役割について，従来にない理解と展望とを持つことができる（Verbong and 
Geels 2012: pp. 203-207）。
　加えて，そこでの分析成果は，以下で見るように，それぞれの経路を性格
づける複数の異なる政策目標が，如何なる優先順位の下で設定・追求されて
いるのかを，われわれに理解させてくれるものでもある（Verbong and Geels 
2012: pp. 214-218）。
　例えば，「修正型」経路においては，既存のレジーム・アクターが，電力シ
ステムに対する支配力を維持したまま，CCS設置による大規模集中型発電の
グリーン化，および，再生可能エネルギーを用いた大規模発電技術の導入を主
導することにより，現行システムの発展の軌道に新たな方向性が与えられる。
そこでのアクター間相互作用は，大きくは「経済」の論理によって規定されて
おり，レジーム・アクターは，市場メカニズムおよびそれに基づくルールに則っ
てシステムのオペレーションを差配し，送電網の管理・運営者は，経済的規制
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の枠組みを用いたガバナンスの下で活動することとなる。エネルギー事業者の
行動原則に関しては，費用と価格が大きな役割を果たし，費用効率性が代替的
な技術イノベーションを評価する際の主たる判断基準となる。FITのような政
策介入により，価格競争力の欠如を補うことが可能だが，再生可能エネルギー
にかかわる多くの技術オプションは，導入にあたっての費用負担が高すぎると
の認識から，ニッチ・レベルにおける発展にとどまる。このように，「修正型」
に見る政策目標は，費用効率性（経済性）＞供給安定性（エネルギー・セキュ
リティ）＞環境性（環境改善），という序列を持つ。そのため，市場メカニズ
ムに依拠した政策対応が支配的となるが，これは，過去20年間にわたり既存
電力システムにおいて支配的であった政策目標の優先順位に近いものであり
（Verbong and Geels 2007），トランジション経路の帰着点において得られる
新規システムは，最も変化の程度に乏しいものとなる。
　一方，「再編型」経路においては，地政学上およびエネルギ ・ーセキュリティ
上のイシューが，レジームに対する最も緊迫した脅威として認識される。これ
により，レジーム・アクターは，政策担当者および新規技術のサプライヤーと
協調・協働し，高圧直流送電網からなるスーパーグリッドの施設設置および大
規模再生可能エネルギーの大量導入を軸とした，よりグリーンでより持続可能
な欧州レベルにおけるシステムの構築を目指す。ここでは，より「政治」的な
相互作用が重要な推進力として経路のあり方に作用する。危機に対処するに
は，欧州レベルでのコーディネーションとガバナンスが，残された唯一のオプ
ションだと認識される。この経路は，ある意味において，電力自由化の流れが
欧州に到来する以前に支配的であった，システムの発展の方向性・パターンお
よびトップダウン型の管理・運営体制への回帰を帰結するものである。した
がって，政策目標は，供給安定性＞環境性＞費用効率性，という序列を持つ。
市場メカニズムに基づくアプローチの他，規制的措置，計画策定，強度の政府
介入がより重要な要因となる。
　そして，「転換型」経路においては，ランドスケイプ・レベルにおける危機
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的展開の下，現行レジームが動揺し始めると，レジーム・アクターが従来の解
決策に自信と信頼を失うことから，ニッチ・アクターたる新規参入者によって
主導権が取って代わられる。ここでは，「社会文化的」な相互作用（例：地域
主義，協同組合，消費者参加）が支配的な推進力となることにより，地域・コ
ミュニティに根ざした複数の小規模発電技術がマイクロ・グリッドにより媒介
されネットワーク化した，新たなシステムが徐々に顕在化する。このようなシ
ステムは，（部分的には）新規参入者によって導入・制度化される一連の新た
なルールの下で運営される。アクター間の社会的なネットワーク，レジームに
おいて支配的となるルール，および，発送電にかかわる技術インフラに大きな
変化が生じることから，他の二つの経路に比べ，この経路がたどる改革が最も
抜本的なものとなる。政策目標の優先順位は，地域・コミュニティでの管理・
運営および自給自足（地産地消）＞供給安定性＞環境性20＞費用効率性，とな
る。地産地消は，他の二つの経路には見られない目標である。そこでは，公
衆による参加と現場での多様な実験がより重要な要因となる（Verbong and 
Geels 2012: pp. 214-215, 217-218）。
　上記で見た，VerbongとGeelsによる分析成果から確認されるべきは，まず，
それぞれの帰着点を異にする複数のトランジション経路のシナリオが存在し，
かつ，いずれのシナリオにおいても，現行システムに比べ，よりグリーンでよ
り持続可能な新たなシステムが成り立ち得るという点である。すなわち，より
グリーンでより持続可能な電力システムに至るトランジション経路は，一つで
はなく，複数のシナリオの下に提示することができる（表6・1を参照）。
20　ここでの分析成果が含意するもう一つの重要な点は，政策目標としての「環境性（環境改
善）」に与えられた優先順位が，いずれの経路においても，必ずしも高いものではない，と
いうことである（Verbong and Geels 2012: p. 218）。
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 表6・1：欧州電力システムのトランジション経路とその帰結 21
トランジション経路の類型
修正型 再編型 転換型
（新たに
得られる）
システム
の様態
電力供給
（電源構成）
・ハイブリッド
（集中＋分散）型
・化石燃料（＋原子力）
＞
小規模再生可能
エネルギー
・大規模・分散型21
・化石燃料（＋原子力）
＜
大規模再生可能
エネルギー
・小規模・分散型
・化石燃料（＋原子力）
＜
小規模再生可能
エネルギー
CO2削減策
（グリーン化）
・多数のCCS
・小数の小規模
再生可能エネルギー
・少数のCCS
・多数の大規模
再生可能エネルギー
・極僅かのCCSか，
CCSなし
・極めて多数の小規模
再生可能エネルギー
電力需要の
運用・管理
（省エネ・
需給調整）
・「中級」～初級レベルの
需要マネージメント
・「現行」グリッドの
スマート化
・「初級」～中級レベルの
需要マネージメント
・「スーパー」グリッドの
スマート化
・「上級」レベルの
需要マネージメント
・「マイクロ」グリッドの
スマート化
出典：筆者による作成。
　次に，計三つの経路シナリオが示すトランジションをめぐる動的過程は，そ
のいずれもが，断片的かつ徐々にではあるが，現実社会において既に実際に生
起・顕在化しつつあるという点である。当該アクターは，自らの利益・選好・
行動原則・理念に最も適合的と思われる次なる新たなシステムの創発・具現化
に向け，様々に資源を行使しながら相互作用を展開・実践している。が，しか
し，そこでの動的過程には不可避的に不確実性が伴うために，複数のトランジ
ション経路が併存しつつ同時に進展し得ることとなる。
　一方，各経路シナリオが帰結する新規システムは，そのいずれもが，「技術
的」観点からは既に十分にフィージブル（feasible）なものである。したがっ
21　同上。
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て，この点に鑑みれば，今後，時間の経過に従って，いずれの類型の経路シ
ナリオが他のそれに比べより顕著に顕在化するものとなるのかは，経済，政
治，文化といった各位相にかかわる「社会的」な要因――すなわちは，レジー
ム変化の基本動態や動的過程において支配的となるアクター間の相互作用，そ
のあり方に影響を及ぼすランドスケイプ圧力とそれに対するレジームおよび
ニッチ・アクターの認識・理解の如何，および，ニッチ・イノベーションの性
格や役割・位置づけなど――によって大きく方向づけられ得ることが理解でき
る。そして，ここで確認されるべき最も重要なことは，今や上記4－4．で見
たGeelsとSchotの分析枠組を知るわれわれは，これらの社会的な要因が，な
ぜ，どのように，各々のトランジション経路のあり方に影響を及ぼすのかを―
―一定程度の経験的な裏づけのある整合的なロジックを伴って――理解・説明
することが可能だという点にある。
6－2．MLPが投げかける課題――「政策の変化」から「システムの変化」へ
　上記を可能ならしめるMLPには，例えば，レジームに対する新制度論（new 
institutionalism）を援用した理解（上記3－1．参照）など，既存の政治学・
政策過程論が依拠する分析視座に親和的な側面も見られる（Geels and Schot 
2010b: pp. 42-52）。また，上記で見た各種の社会的な要因が，ある客体に生起・
顕在化する変化のあり方やそこでの動的過程に影響を及ぼす，といった点など
は，まさに政治学・政策過程論が得意とするものの見方・捉え方といえよう。
技術を正面から扱いながらも技術決定論（technological determinism）に陥
らず，むしろその部分否定の上に成り立つMLPとそれに依拠した研究は，あ
たかも政治学・政策過程論に歩み寄るかのごとき性格を持つと評することも可
能である。しかしながら，MLPは，分析客体とする（社会技術）システムの
複雑性および全体性・包括性――すなわちは，wholeness――をより的確にそ
の射程に収めんとする点において，政治学・政策過程論領域において持続可能
性や気候変動問題を扱う既存研究が依拠する分析視座に，比較優位するもので
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はないか，との問題関心を筆者は持つ。
　この点に関連するものとして，既にBulkeley et al.（2011a）は，特には，
環境負荷が集積する都市（cities）におけるインフラのグリーン化・低炭素化
を扱う政治学領域の既存研究が，Geelsらが依拠するような社会技術的な観点
から変革・トランジションを捉えられていない点を問題視する論を展開してい
る。Bulkeleyらに依れば，一連の政治学的研究においては，低炭素トランジ
ション（low carbon transitions）とは，基本的には，「政策の変化」と同義と
されており，そこでの変化の動的過程を促進・阻害するものとして，例えば，
リーダーシップ・能力・資源といった各種要因に分析上の焦点があてられる。
当該既存研究の分析視座の下では，都市インフラのグリーン化・低炭素化に向
けた対応とは，政治・政策過程の変化によって可能となる新規性の高い政策・
施策の決定・実施のことを指し，当該変化の動態を喚起・促進するアクター間
相互作用やそこに成り立つネットワークの作用を維持・定着させるためのガバ
ナンスのあり方およびその可否といった点が，調査研究上の主要イシューとさ
れる傾向にある。さらに，当該の既存研究においては，分析の基本単位が「都
市」という地理的な空間スケールに求められる結果，複数の都市を結ぶネット
ワークに見る各空間スケールを横断する作用・動態から生み出される政策・施
策の如何，および，そこでの種々のイニシアティブをガバンする作用・動態の
制度化と統合化の可否，といったイシューに対しても，高い関心が寄せられる。
　そしてまた，当該既存研究においては，政治学関連領域において豊富な知見
集積のある，いわゆる「重層的ガバナンス（multi-level governance，以下，
MLG）」の視座が援用され，変化の動態が生起・顕在化する様々なレベル――
特には，グローバル，ナショナル，リージョナル，ローカルといった地理的な
各空間スケール――間に見る連関性・相互作用性の如何が，分析上のイシュー
として措定・勘案されてはいる。しかしながら，既存研究においては，低炭素
トランジションや低炭素ガバナンスの可否は，基本的には，政策・施策やそ
れを決定・実施するための当該制度やネットワークの変化の如何という問題
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に還元されており，MLPがその射程に収めるシステム変化やシステム・イノ
ベーションおよびそこでの長期にわたる動的過程に関する社会技術的な観点か
らの捕捉・理解が分析の俎上に載ることは，依然としてない（Bulkeley et al. 
2011a: pp. 3-5, Bulkeley et al. 2011b: pp. 30-33, Hodson and Marvin 2011: pp. 
57-60）。
　筆者は，上記現状に向けられたBulkeleyらの憂慮を，ほぼ完全なまでに共
有するものである。現状の放置がもたらす不都合は，例えば，都市における再
生可能エネルギーの普及策という政策的措置の規定要因が，既存研究によって
如何に精緻に分析され得たとしても，そこから得られる知見・理解が，上記5．
を通じて見た，あり得べき電力「システム」の「トランジション」とその経路
および帰結について，何ら有意味な理解・展望――および，それに依拠した（経
路）シナリオ――をわれわれにもたらしはしない点に，端的にあらわれる――
そこから理解できるのは，（域内CO2排出削減という意味での）都市のグリー
ン化には確かに寄与するであろう，当該「政策」をもたらし得た「変化」の動
態について，でしかないのである。このような，政治学関連領域における既存
研究の現状を喩えて表現するならば，「部分」を極め得たとしても，見通すべ
き「全体」になお届かない状態，などとすることができよう。上記2．におい
て述べたように，エネルギー・システムそのものの持続可能性が問われる勝れ
て今日的な命題の下では，「政策の変化」にかかわるリーダーシップ・能力・
資源・制度およびそのガバナンスのあり方・可否と，「システム・トランジショ
ン」にかかわるそれらとでは，当該の知見・理解の持つ意味合いは自ずと異な
る。
　では，ここで，「システム・トランジション」という問題認識そのものに見
出し得る意義を確認しておきたい。トランジション概念を前提に据える一連の
学際研究――すなわちは，トランジション研究――とは，電力システムのよう
な，大規模な社会技術システムの変革のあり方を探求し，それを実現するため
の動態や過程を導くことを志向する議論体系である。そこでは，われわれの社
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会を構成する主要セクター（例：エネルギー，交通・運輸，農業）における実践・
実務のあり方を，よりグリーンでより持続可能なものにするためには，単なる
段階的で漸進的な改善・適応を施すだけではなく，当該セクターの作用・機能
や構造を規定しているシステムそのもののイノベーションが必要不可欠になる
との問題関心が見られる。ここでいう，持続可能性を実現するためのシステム・
イノベーションとは，例えば，ネットワーク化された一連のサプライチェーン，
製品使用や消費選択に見るパターン，技術インフラ，政府規制・政策といった
各種要因の影響下にありつつ，社会に対して基本的なサービスを提供している
社会技術システムが一体的・全体的な刷新を遂げることを意味する。また，シ
ステム・イノベーションという捉え方の下では，生産から消費までの一連の過
程，そこでのフロー，および，複数のレベルにまたがる当該の制度や構造のあ
り方とともに，資源採取から製品・サービスの最終消費に至るまで，関与する
多種多様なアクターの行動・相互作用をも視野に収めた，抜本的な変革が求
められると理解される（Smith et al. 2010: p. 439, Weber and Hemmelskamp 
2005: p. 1）。
　上記のような見立てにおいては，財・製品，製造・製造過程，技術といった
要因を単体として別個に分析客体とすることの制約・限界に対する認識，お
よび，その克服のためには，これらの各要因が「部分」として社会的に埋め
込まれた「全体」――つまりは，当該のシステムそのもの――によって形作
られる文脈（system contexts）の如何を分析の俎上に載せる必要性に対する
認識を喚起することから，従来の問題関心を規定したフレーミング（problem 
framing）のあり方に修正・拡充が求められることとなる。そして，ここでの，
いわば新たな問題フレーミングの下では，社会技術システムのあり方を構造化
する各種要因間に作用する強度の相互依存性により，発揮されるべき機能（例：
再生可能エネルギー，有機農業，公共交通，環境性に優れた建築）がラディカ
ルでより新規性・革新性に富んだものへと再編・転換を遂げることが阻まれて
いる，との基本認識が措定される（Grin et al. 2102: pp. 1-3, 107-108, Smith et 
191
－40 （　  ）－
al. 2010）。
　また，上記のよう問題認識は，これまでの環境技術に関するイノベーション
研究（innovation studies）に見る分析視座の拡充を要求するものでもある。
近年に至るまで，既存イノベーション研究の主たる焦点は，単体の製品・サー
ビスを念頭に置いたイノベーションとそのメカニズムの体系的（systematic）
な理解にあてられてきた。そこでは，よりグリーンなイノベーションを喚起・
実現するためのシステムとは何か――すなわちは，イノベーション・システム
の如何――を問い，環境性能のより高い製品・サービスの提供，あるいは，環
境負荷のより少ない製造工程を擁する産業形態の創造に寄与する知見・理解を
提供してきた。しかしながら，そこで得ることのできるいわば相対的な環境改
善成果は，エネルギー消費や資源需要の絶対的な増加によって，容易にかき消
されてしまうものである。例えば，IPCCが謳う2050年までのCO2排出量80%
削減の実現や，いわゆるファクター 10（factor ten）を満たす環境効率の達成
のためには，絶対量という観点において従来とは次元を異にするパフォーマン
ス改善が必須のものとなる。これを実現するためには，（相対的に環境性能に
優れる）新しい技術で古い技術を置き換えるだけでは事足りず，消費選好，消
費パターン，インフラ，政府規制などから構成される，社会技術システム全体
にわたるラディカルな変革・刷新が如何に喚起・実現され得るのか――すなわ
ちは，システム・イノベーションの如何――を問うことが不可欠となるのであ
る（Smith et al. 2010: p. 439, Hoogma et al. 2002）。
　このような，社会技術システム全体を視野に収めたイノベーションの可否
という問題の捉え方は，既存のイノベーション研究のみならず，「持続可能
性」概念や「持続可能な発展」論のあり方にも影響を及ぼした結果，当該のイ
シューに対する分析視座のあり方やガバナンスの作用・可否をめぐる議論状
況を，より野心的でより奥行きの深いものにしている（Smith et al. 2010: p. 
439）。例えば，「持続可能な発展」とは，1987年のいわゆるブラントラント報
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告（Our Common Future） 22を契機として，「経済成長と環境保護とが社会的
に調和のとれた形で両立するように発展の軌道を修正すること」を意味する
と理解され，当初こそは，そこにウィンウィン（win-win）の関係を見出し得
るとした楽観論が見られたものの，時間の経過とともに，今日では，両者はむ
しろトレードオフ（trade-off）の関係に立つことが指摘されるような状況が見
られる。このような問題認識に見る変遷は，特には，環境目標の設定との関連
において，むしろ対処すべき問題の所在は，経済・社会・文化・技術・環境と
いった各位相に見るこれまでの発展の軌道・方向性それ自体に見出されるべき
であり，そのあり方に従来にない抜本的な修正・転換を施すことによる再設定
（reorientation）をはかることが必要だ，との理解をもたらした。これを受け，
トランジション研究においては，既存の政策体系は，むしろ持続可能性の実現
に向けた解決策を阻害する根本的障害となっており，このことを等閑視したま
ま採用される如何なる政策的措置も，決して満足のいく改善成果をもたらすこ
とはない，との見立てが示される。また，トランジション研究は，ここでいう
根本的障害とは，特には，社会・経済体制や今現在作用・機能している各種制
度に生じている「システムの欠陥（system faults）」に起因するものであり，
この点に直に手当てしない解決策を施せば，そのことが原因となり，さらに悪
化した形で問題の再来を招くだけに終わるとの理解を示す。そして，このよう
な，いわば「やっかいな問題（wicked problems, persistent problems）」に効
果的に対峙するためには，システム・イノベーションは不可欠の処方箋であり，
これを欠く解決策はもはや意味を持たないとされ，真に必要とされるのは，そ
の多くの場合において，技術，経済，社会文化および各種制度が相互に影響し
合い，世代をまたいで持続する変革のための動的な過程――すなわちは，シス
22　「環境と開発に関する世界委員会（World Commission on Environment and Development）」
が発行した同報告においては，持続可能な開発（発展）は，「将来世代のニーズを満たす能
力を損なうことなく，今日の世代のニーズを満たすような開発（発展）」と説明された（括
弧内はいずれも筆者による加筆）。
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テム・トランジション――を喚起・実現するための方策を見出すことだ，と
されるのである（Koppenjan et al. 2012: pp. 3-4, Frantzeskaki et al. 2012: pp. 
24-25, Meadowcroft 2005）。
　なお，昨今では，システム・トランジションという問題関心との連関におい
て，持続可能な発展や環境・エネルギーをめぐる政策課題を捉え・位置づけよ
うとする実務的動向をも見ることができる。例えば，2002年にヨハネスブル
グで開催された世界サミット（World Summit on Sustainable Development）
では，生産と消費双方にかかわるシステムのあり方を，より持続可能なものに
するための各種プログラムが分野横断的な形で開始された。また，2009年に
は，英国政府において，経済システム改革を企図した「低炭素トランジション
計画（The UK Low Carbon Transition Plan）」が打ち出された。さらに，同
時期，システム・トランジションを志向した政策動向は，オランダ，オース
トリア，ベルギー，フィンランドにおいても看取することができる（Geels et 
al. 2008）。また，このような今日的な実務展開においては，政府，ビジネス（市
場），市民社会といった各領域にまたがる諸アクターが，既に，システム・ト
ランジションという新たな問題フレーミングに依拠することによって，既存の
イノベーション政策や当該の政策体系そのものの改善可能性を探ろうとしてい
る，との指摘が見られる（Smith et al. 2010: p. 439）。
　一連のトランジション研究で用いられるMLPは，上記で概観した，イノ
ベーション研究と持続可能な発展論とに見る今日的な展開を受け，両議論体系
の新たな問題フレーミングのいわば結節点に位置し，そこで必要とされる分析
を可能ならしめるための視座として性格づけることができる。既に見たところ
からも理解できるように，MLPは，持続可能な発展という規範命題に導かれ
る形で，生産と消費双方にわたる大規模で複雑かつ長期にわたる構造的刷新・
変革を実現するという命題に対して，比較的簡潔・簡素ながらも整合的な視
座から探索的にアプローチする術――換言すれば，heuristic device（Genus 
and Coles 2008: p. 1442）――を提供する。そこでは，ニッチにおいて生起・
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顕在化する個別具体のイノベーション活動を，レジームにおける構造的刷新・
変革の可否に結びつけつつ捕捉・理解しようとすることで，対象とすべき客体
のシステムネス（systemness）を分析の俎上に載せることを可能とする。喩
えるならば，MLPが用意・提供するニッチ・レジーム・ランドスケイプといっ
た専門用語（terminology）は，広範で多岐にわたる社会技術的要因を捕捉・
分析する際の体系性と方向性とを指し示し，あり得べきシステム・トランジ
ションの様態やその可否を記述・説明・展望するための言語を，われわれにも
たらすものといえよう（Smith et al. 2010: pp. 441-442）。
6－3．MLPの制約――「場」と「政治」の欠缺
　前節のようにMLPの有用性を説くことは，しかし，MLPに改善の余地なき
ことを謳うことでは，無論ない。むしろ，Bulkeley et al.（2011a）なども指
摘するように，MLPにも政治学関連領域やMLG論から得るべき点はなお多い
（Meadowcroft 2009, Scrase and Smith 2009, Lovell 2007, Shove and Walker 
2007）。
　MLPに見る欠缺は，まず，その視座の中における，地理的な空間スケール
（例：グローバル・ナショナル・リージョナル・ローカルといったスケール）
の位置づけが必ずしも定かでなく，一連のトランジションが実際には「どこ
で」生起・顕在化し，そのことがトランジション経路に如何なる影響を及ぼす
ものなのかが，必ずしも自明ではない点にある23。特に，MLPにおいては，分
析客体として，ナショナルなスケール（国家大の規模）を持つシステムが暗黙
裏に措定されることが多く，サブ・ナショナルなスケール――すなわちは，地
方（例：州，地方自治体），都市，地域，コミュニティなどの地理的な空間ス
ケール――が，MLPにおける入れ子状のヒエラルキー（上記3．を参照）の
23　なお，この点に関して，MLPの提唱者であるGeelsは，マクロ・メゾ・ミクロの「各レ
ベルは，地理的な空間スケールに対応したものではない」としている（Geels 2011: p.27, 
note 1）。　
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中にどのように位置するのかが必ずしも判然としない傾向にある（Coenen et 
al. 2012, Raven et al. 2012, Hodson and Marvin 2011: pp. 57-60, Smith et al. 
2010）。
　確かに，ニッチ・イノベーションにとって重要とされる実験が，何らかのサ
ブ・ナショナルでローカルな地理的スケール――例えば，自治体・都市――に
おいて実施されるであろうことは想像に難くない。しかしながら，MLPの下
では，自治体・都市といったローカルな地理的スケールにおいて把握されるシ
ステムは，それが「部分」をなす全国規模（国家大）の当該システムから相対
的に分離不可能なものとして措定され，自治体・都市などのサブ・ナショナル・
スケールにおける動態は，ナショナル・スケールにおける動態に対して，一
様で均一的な影響を及ぼすものとして理解される傾向にある（Bulkeley et al. 
2011b: pp. 3-5, Bulkeley et al. 2011c: p. 33）。
　このような理解に対しては，政治学関連領域におけるいわゆる「国・地方関
係論」の観点からの批判が可能となろう。自治体・都市といったローカル・レ
ベルにおける変化の動態には，仮説としては，ナショナル・レベルにおけるそ
れを，加速するもの，修正するもの，妨害するもの，などがあり得るからであ
る。そして，このことは，様々な地理的な空間スケールにおいて生起・顕在化
する変化の動態および当該の動的過程をめぐる差異・多様性に対して，MLP
が如何にアプローチすべきかとのイシューを提起するものである。この点，既
にMLPは，特には，「再編型」経路や「転換型」経路において，ニッチ・ア
クター間の競合関係を明示的に措定し，市場において支配的な地位を獲得する
ニッチ・イノベーションがレジーム変化に果たす役割の差異に着目した論を展
開してはいる（上記4－4．および5－3．，5－4．参照）。
　が，しかし，そこでの優勝劣敗は，各自治体・都市に固有の地理的・地域的
な文脈の下，ある一定程度の自律性を持って展開するローカルな「場・アリー
ナ（arenas）」におけるアクター間相互作用のあり方によって左右され得るも
のである。例えば，「再編型」で重要とされる新規技術のサプライヤーによる
196
－45 （　  ）－
都市・自治体を実験の場とするイノベーションの試みが，如何にしてレジーム・
アクターとの協調・協働を可能ならしめるのか，あるいは，「転換型」で重要
とされる，数多のニッチ・アクターによる実験的な試みの中から，いつ，どの
ニッチ・アクターがそこでの競合関係を制し，レジームの転換を主導する地位
を獲得するのかは，実験が行われているローカルな場をガバンする自治体・都
市において動員することができるリーダーシップ・能力・資源・制度の如何に
よって，大きな影響を受けることが予期できるのである。と，するならば，こ
こからは，そこでの相互作用をガバンする際の自治体・都市ごとの能力――つ
まりは，governance capacity――にも，MLPにとって等閑視することのでき
ない・看取すべき差異・多様性があることが含意されよう。
　また，加えて重要なことは，先に触れたMLG論からは，ここでいうローカ
ル・レベルにおける動的過程の捕捉・理解をはかるには，リージョナル・ナ
ショナル・グローバルといった，より上位の各レベルとの連関性・相互作用
性をも分析射程に収める必要があることが指摘される点にある。MLG論によ
れば，これら各レベル間において入れ子状にネットワーク（nested network）
化されたガバナンスの作用・動態によって規定される集合的決定・行為のあり
方が，自治体・都市における政策・施策や当該制度において生起・顕在化する
変化の程度・可能性・条件などを左右するとされている（Bache and Flinders 
2004）。したがって，ここでいう，いわば重層的ガバナンス・ネットワークの
あり方がローカルな場に及ぼす影響を通じて，ナショナル・レベルにおけるシ
ステム・トランジションが，なぜ，どのように，加速され，修正され，あるいは，
妨害されるのかを問うことからは，MLPにとって有用かつ不可欠となる知見・
理解がもたらされよう。
　なお，この点に関連し，Seyfang（2010）は，ローカルな場で試みられるニッ
チ・イノベーションが，レジーム変化を誘発・促進する作用を持つ場合，そこ
での実験成果の大規模化（up-scaling）が，かえってローカルな場における変
革の可能性やそこでの革新性を阻害することになる点を指摘する。それは，例
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えば，いわゆる草の根のレベルにおけるイノベーションとして知られる「グ
リーン・ニッチ」は，メインストリームたる現行レジームのあり方に疑義を呈
す，反対運動としての性格を持つことが多いとされるが（Smith 2007），この
ことが原因となり――たとえ，そこでのイノベーションが，レジーム内に生じ
た問題の解決に資するものであったとしても――レジーム・アクターがグリー
ン・ニッチの発展・大規模化を忌避すべきものと認知・理解することになるか
らである。
　ここから含意されるのは，現行のMLPが措定するよりも，ニッチ・イノベー
ションをめぐる動的過程においては，それが当該変化の動機にも制約にもなり
得るところの，アクター間の対立，紛争，緊張関係といった――必ずしも市場
の作用に還元することのできない――要因が，より強い影響力を有することの
可能性である。つまり，グリーン・ニッチとレジームの間に見る「政治」闘争は，
誰の，どのような決定の下，如何なる資源が，どのような手法により，どのよ
うな作用を伴って，誰に対して，行使されることにより，どちらの優位・劣位
を導くものなのかが，問われるべきここでのイシューとなる。
　したがって，MLPには，今後，このような，各レベル間にまたがり重層的
に文脈化されるローカルな場に生起・顕在化する，勝れて「政治的」――ある
いは，「権力的」――な相互作用が，如何なるトランジション経路にとって，
なぜ，どのように，促進・阻害要因となるのかをめぐり，さらに理解を深める
余地と必要性とがあるといえよう24――この点に関する知見・理解なくして，
システム・イノベーションおよびシステム・トランジションをガバンするため
24　なお，ここでの問題関心を共有するAvelino and Rotmans（2009）は，アクター間に見
る権力的な相互作用をより明示的かつ実証的に捕捉するために，政治学領域における先行研
究が長年にわたり論議してきた従来の権力概念を，批判的かつ大胆に再構築・刷新しようと
する野心的なものである。また，Avelino（2011）も参照。　
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の作用・手法やそれを担い得る行為主体性の究明はなし得ない25。また，ここ
からは，政治学的視座の下で行われる当該の調査研究が，MLPの発展に大き
く貢献し得るものであることが示唆される。より具体的には，例えば，近年，
複数の自治体・都市において取り組まれている，スマート・メーターやスマー
ト・グリッドなどの技術イノベーションの導入・普及のための事業推進をめぐ
り，如何なる（重層化された）文脈の下で，誰がどのようなローカル・ポリティ
クス（local politics）を展開しているのかを捕捉・分析することが有用となろ
う。なお，ここで，上記5．において見たVerbongとGeelsの論考・分析に立
ち返るならば，本研究課題の探求・遂行は，特には，「修正型」経路および「転
換型」経路のそれぞれの促進・阻害要因について，より有意味な知見・理解を
もたらすものとなる。そして，このことはまた，よりグリーンでより持続可能
な電力システムのあり方として，いずれか一方の経路が，他の経路に比べ，わ
25　これと同様の観点から，既存のトランジション・マネージメント論に欠ける点を指摘する
ものとして，Scrase and Smith（2009）を参照。Scrase とSmithは，大要，以下のように
述べている。トランジション・マネージメント論は，それを不可欠な要素と位置づけながら
も，ニッチから引き出された教訓を如何に制度化すべきかという論点に対して，必要な関心
を払おうとしない傾向にある――政治的および経済的に，この点が最も困難な過程となるに
もかかわらず。ニッチにおける実験の教訓が変革へのモメンタムへと転換するには，インフ
ラ投資，市場インセンティブの変化，政策・規制の修正，制度の改革，ユーザーの期待への
対応といった側面において，真剣で確実なコミットメントが必要となる。これを可能とし
て，代替的な社会技術レジームの編成体を真に制度化するということは，現行の既存レジー
ムに対して強い選別圧力が動員されることを意味する。これにより，支配的なアクターの立
場・存立基盤が影響を被ることになるが，典型的な先進国においては，トランジション・マ
ネージメント論がその設置・運用を謳う「トランジション・アリーナ（transition arenas）」
ではなく，「ポリティカル・アリーナ（political arenas）」が，そこで求められるであろう，
熟慮に基づいた集合的意思決定を行う「場」となる可能性が高い。トランジション・マネー
ジメント論に見る問題は，トランジション・アリーナから得られる潜在的な利点（gains）
が出尽くした際の政治戦略について，何ら方向性・ガイダンスを示さない点にある（Scrase 
and Smith 2009: pp. 714-715, 722）。　
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れわれにとってより「望ましい」システムを帰結するといえるのであれば26，
当該トランジションをめぐりそのガバナンスをより志向した一連の政策論議―
―つまりは，トランジション・マネージメント論に依拠したそれ――を，さら
に深化・具体化させることにも寄与するものとなろう。
７．おわりに代えて
　一国のエネルギー・システムをより持続可能なものにするための変革が一応
の結実を見るには，長い，おそらくは，世代をまたぐ時間の経過を要すること
が予期されよう。そのため，われわれは，通常の政策形成におけるよりも，よ
り長期的に思考し，従来にない予測・展望と適応のための能力を育みながら，
徐々に変化する既存システムとそれに代わる新規システムとを効果的に媒介す
るための作用とそれをガバン・誘導するための手法とを見出す必要がある。そ
こでは，システムに生じ得る攪乱要因をより長期にわたり予測・展望する中で，
よりグリーンでより持続可能な技術・制度・生産・消費などのあり方を探求し，
変転する状況や新たに提示される技術的かつ社会的な選択肢に対して既存シス
テムを適応させるとともに，そこで得られる変化を凌駕する抜本的な改善・刷
新を施すことが求められる。つまり，「漸進的な過程」における「ラディカル・
イノベーション」という両義性を念頭に，双方を同時に満たす動態を生起・顕
26　この点の確定を社会的に如何にはかるのか――つまりは，ここでいう「望ましさ」をめぐ
る集合的意思決定に，如何なる正統性（legitimacy）をどのようにして見出すべきか――は，
常に難しいイシューを孕む営為となろう。この点については，前掲脚注6（第59巻1号）も
参照。　
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在化させることが求められているのであり（Kemp and Rotmans 2005）27，その
実現を目指す上で，まずもって不可欠となるのは，当該システムの複雑性と全
体性・包括性を視野に収めつつ，変革の動態とその動的過程の可視化・捕捉を
可能にする，体系化された分析視座（analytical perspectives）の構築をはか
ることといえよう。
　本稿では，そのような分析視座たり得ることを企図して提示された，いわゆ
るトランジション研究におけるMLPを詳論した。よりグリーンでより持続可
能な社会構築に向け，今日求められる「システム変化」――すなわちは，シス
テム・トランジション――のあり方をめぐり，MLPへの依拠がわれわれに与
えてくれる理解・示唆には，見るべきものがあるといえるのではないか。
　MLPはまた，トランジションの類型化を可能にする分析枠組の構築へと論
を展開させ，トランジションの差異化の規定要因とともに，それらがたどる経
路の非一義性・多様性を捉える際の観点をも提供する。長期にわたるシステム
変革・トランジションの今後を展望・可視化する上で，上記4－4．および5．
において見たGeelsとSchotの分析枠組には，依るべきものがあるといえるの
ではないか。そこでは，どのアクターによる如何なる相互作用が，なぜ，どの
ようにして，従来とは異なる新たなシステムを帰結し得るのかの説明と展望を
可能としており，MLPおよびそれに依拠した分析には，特に，政治学・政策
過程論領域における，持続可能性や気候変動問題を扱う調査研究にとって，等
閑視すべきでないものがあるように思える。今日の持続可能性論が指摘する
27　Kemp and Rotmans（2005: p. 54）は，ここでいう両義性への対処を念頭に置いたトラ
ンジション・マネージメントとは，これまでにない新たなタイプのガバナンス・モデルで
あり，「計画とコントロール（管理・統制）に依拠するアプローチと経済的インセンティブ
を活用するアプローチという，双方ともに深刻な問題のある手法に有意な代替策を提供す
るものである。経済的インセンティブを活用する手法は，システム・イノベーションを引
き起こすには弱く，かつ，一般的に過ぎる可能性が高く，計画とその実施（planning and 
implementation）に重きを置く手法は，分権化された（ローカルな）レベルにおける多数
のミクロな事象や考慮を勘案することができないという点で，有害なものですらあり得る」
としている（括弧内の邦語はいずれも筆写による加筆）。
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「やっかいな問題」の解決に不可欠とされる「システム・イノベーション」と
その動的過程を分析の俎上に載せんとする一連のトランジション研究は，分析
客体とすべきシステムのあり方をかつてない全体的・包括的な射程の下で捉え
んとする点において，「政策の変化」に焦点をあててきた――そして，それ故
に，「部分」を極めたとしても，見定めるべき「全体」になお届かない感のあ
る（上記6－2．参照）――政治学関連領域における既存研究に，比較優位す
る側面を持つといえよう。
　本稿では，しかし，さらに実り多き論議を得るために，変革のための「場（地
理的空間スケール）」と「政治（権力的相互作用）」の欠缺という観点から，現
行MLPには改善の余地がなお大きいであろうことを指摘した。そしてまた，
本稿では，ここでの改善をはかることが，当該のガバナンス論（例：トランジ
ション・マネージメント論）の深化・発展にとって，有意味かつ不可欠となろ
うことにも論及した――勝れて政治学的な視座の下で行われる当該の調査研究
が，そこに果たす役割が大きいであろうことに鑑み，今後そのような取り組み
が企図されることを期待することとしたい。
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